
1.補正予算専決処分日

2.予算規模 単位：千円

当初予算 補正前の額 今回補正額 補正後の額

25,270,000 27,202,775 139,194 27,341,969

100.00% 107.65% 0.55% 108.20%

6,614,334 6,656,478 6,656,478

100.00% 100.64% 0.00% 100.64%

9,833,650 9,833,650 0 9,833,650

100.00% 100.00% 0.00% 100.00%

41,717,984 43,692,903 139,194 43,832,097

100.00% 104.74% 0.33% 105.07%
※企業会計の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計額を表示しています。

3.会計別 単位：千円

会　計　区　分 補正号数 当初予算 補正前の額 今回補正額 補正後の額

一般会計 第１１号 25,270,000 27,202,775 139,194 27,341,969

4.概要

5.補正予算の主な内容

 (1) 一般会計

　①歳入歳出予算補正

ア．歳入 単位：千円
歳入の区分 補正予算額 担当課

国庫支出金 139,194

139,194 企画調整課

歳入合計 139,194

イ．歳出
単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（民生費）

住民税非課税世帯等に対
する臨時特別給付金給付
事業

139,194 福祉課

歳出合計 139,194

　②繰越明許費補正

追加内容 単位：千円

款 金額

３ 民生費 139,194

項 事業名

１ 社会福祉費
住民税非課税世帯等に対する臨時特別給
付金給付事業

個人住民税均等割非課税世帯及び当該支給対象者の世帯
員である18歳以下の子どもに対する給付金及び事務費

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

主な事業内容

　令和６年度　愛知県新城市の補正予算の概要（No.11）　　

令和7年1月14日

会　　計　　区　　分

　今回の補正予算は、令和6年11月22日に閣議決定された「国民の安心・安全と持続的な成長に向
けた総合経済対策」を踏まえ、物価高騰の負担感が大きい低所得世帯への負担軽減を図るため、令和
6年度における個人住民税均等割非課税世帯に対し、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活
用して臨時特別給付金を給付するために編成した。また、給付事務が本年度に終了しないため、繰越
明許費補正を追加する。
　予算補正を行う会計は、１会計である。
・一般会計

主な歳入内容

一　　　般　　　会　　　計

特　　　別　　　会　　　計

企　　　業　　　会　　　計

総　　　　　　　計

国庫補助金
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新規 

国庫補助事業 

３款 － １項 － １目（社会福祉総務費） 

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給
付金給付事業 

予算額 

１３９，１９４千円 

 

令和 6年度住民税非課税世帯に対する支援給付金を支給します 
   

 「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」を受け、物価高騰の負担感

が大きい低所得世帯への負担軽減を図るため、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

を活用し、令和 6年度住民税非課税世帯に対し給付金を支給します。 

 また、同給付金の支給対象世帯で、18歳以下の児童がいる世帯に対しては、こども加

算が追加されます。 

 

１ 支給対象となる世帯 

① 世帯全員の令和６年度の住民税非課税世帯 （４，１００世帯） 

２ 加算対象者 

② 同給付金の支給対象世帯における１８歳以下の児童 （４５０人） 

３ 給付額 

① １世帯あたり３万円 

② 児童１人あたり２万円を加算 

４ 給付開始予定 

令和７年３月給付開始予定 

５ 予算概要 

  ① 住民税非課税世帯支援給付金     １２３，０００千円 

  ② こども加算               ９，０００千円 

    事務費                 ７，１９４千円 

６ 財源 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金     １３９，１９４千円 

 

 

 

 

問合先 健康福祉部福祉課   副課長 生田（電話０５３６－２３－７６２４） 

健康福祉部こども未来課 課長 中山（電話０５３６－２３－７６２２） 
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